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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、グローバル競争に勝ち抜く企業力強化を図る観点から、経営判断の的確かつ迅速化を推し進めると同時に、経営の透明化のために経営
チェック機能の充実を重要課題の一つとして位置づけております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則1-2-4 株主総会における権利行使】

議決権の電子行使につきましては、現時点では実施しておりませんが、機関投資家や海外投資家の比率・議決権行使状況、導入に伴う費用等を
勘案し、検討してまいります。

【原則1-4 政策保有株式】

事業の拡大、創出、協業体制の維持・強化や、事業運営上の必要性などを考慮し、当社の中長期的な企業価値向上に資すると判断した場合に限
り保有をし、保有の妥当性が認められない場合は当該企業の状況を勘案した上で売却する方針です。毎年 、取締役会において個別銘柄の保有

目的、中長期的な経済合理性及び資本コスト等に見合った便益があるかどうかの検証をして、保有の継続または縮減を判断するとともに、 開示

についても検討してまいります。政策保有株式に係る議決権行使は、投資先企業の持続的な成長と、当社及び投資先企業の企業価値向上に資
するかを個別の議案ごとに検討した上で適切に行います 。

【補充原則4-1③ 最高経営責任者等の後継者計画】

最高経営責任者である代表取締役については、人格・知識・経験・能力を勘案し、その時々の当社を取り巻く状況や対処すべき課題に応じて、最
適と考える人物を取締役会で選定することとしております。取締役会は、現在、後継者計画についての具体的な監督は行っておりませんが、今
後、その要否も含めて検討してまいります。

【補充原則4-10① 任意の仕組の活用】

当社は、経営陣幹部・取締役の指名・報酬に関する検討にあたっては、社外取締役２名及び社外監査役２名の適切な関与・助言を得たうえで決定
してまいります。経営監督機能の一層の強化を図るため、独立した諮問委員会の設置等について、その要否を含め検討してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-7 関連当事者間の取引】

当社は、法令に基づき、取締役会の承認を得なければ、当社役員が利益相反取引を行ってはならない旨を取締役会規程等で定めており、その取
引実績については、毎年開示しております。

また、当社が行う主要株主等との取引は、重要性の高いものにつき、取締役会規程に基づき承認することとしており、その取引条件は第三者との
取引と同様です。

【原則2-6 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

企業年金積立金の運用は、人事担当部署が担当し、運用機関へのモニタリングを通じて、適切に運用されるよう管理しております。企業年金の運
用責任は委託側にもあることに鑑み、今後もアセットオーナーとしての機能を強化してまいります。

【原則3-1 情報開示の充実】

(1) 会社の目指すところや経営戦略、経営計画

当社は次のとおり創業の精神を掲げ、この実現を目指しております。

「第一実業株式会社は、商事会社として経済社会の流通機構の一翼を担い、以て社会の繁栄に寄与することを目的として協力一致して積極的に
活動し、堅実に運営して企業を安定成長せしめ、此処に働く人々の生活の向上幸福の増進を図る。」

また、上記創業の精神を受け、社是三原則、行動指針を定めるとともに、これらの理念に則して、中期経営計画を策定しております。これらは当社
ホームページで公表しております。

(2) コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

当報告書Ｉの1「基本的な考え方」をご参照ください。

(3) 取締役の報酬を決定するにあたっての方針と手続き

当社取締役および監査役の報酬については、企業業績と企業価値の中長期的な向上を促すものとし、各役員の職責に見合った報酬体系としてお
ります。社外取締役を除く取締役には固定報酬とストックオプションを含む業績連動型報酬を併用し、社外取締役については、その職務の独立性
という観点から固定報酬のみとしております。

(4) 取締役・監査役の選解任に関する方針と手続き

経営陣幹部、取締役および監査役の選任に関しては、社外役員の意見を尊重するため、社外監査役を含む全役員で構成される取締役会にて、
人格・見識・経験・貢献度等を総合考慮して、候補者を選定しております。万一、ＣＥＯおよび経営陣幹部が法令・定款等に違反し、当社の企業価
値を著しく毀損したと認められるなど、客観的に解任が相当と判断される場合には、独立社外取締役が出席する取締役会において十分な審議を
尽くした上で、決議することとなります。



(5) 取締役・監査役の選解任にあたっての個々の説明

取締役および監査役候補者の経歴、社外取締役候補者および社外監査役候補者の選任理由については、株主総会招集通知参考書類に記載し
ております。

【補充原則4-1-1 経営陣に対する委任の範囲】

当社は、取締役会規程を定め、取締役会において決議すべき事項を明確にしております。また、執行役員制度を採用し、権限規程によって定めら
れた範囲で、執行役員に権限を委譲することで、迅速な意思決定を実現するとともに、取締役会が真に重要な職務に専念できる体制を整備してお
ります。

【原則4-9 独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社は、会社法に定める社外取締役の要件および上場証券取引所の定める独立役員の資格を充たし、一般株主と利益相反の生じるおそれのな
い者を独立社外取締役に指定しております。

【補充原則4-11-1 取締役会全体としてのバランス、多様性、規模に関する考え方】

取締役会の機能を最も効果的かつ効率的に発揮するとともに、取締役会の活性化を図る観点から、定款において取締役の員数を8名以内と定め
ております。また、人格，識見，知識，経験，能力，会社に対する貢献度等の要素から総合的に優れた社内取締役と高度な専門性を有する社外取
締役を選任することによって、取締役会全体としての知識・経験・能力のバランスが当社にとって最適な形で確保されるよう努めております。

【補充原則4-11-2 取締役・監査役の兼任状況】

取締役および監査役の兼任状況は、有価証券報告書および事業報告にて開示しております。

【補充原則4-11-3 取締役会全体の実効性についての分析・評価】

当社は、全取締役、監査役を対象に取締役会の実効性評価に関するアンケートを実施した結果、概ね適切であると分析・評価されましたが、取締
役会全体の実効性の向上を追求するうえで、取締役会が中長期の経営戦略や各出席役員の提案などを盛り込んだうえで討議できるような会議運
営の体制にする必要があるとの結論に至りました。

これを実現するため、取締役会の決議事項の検討方法、経過報告方法の見直しなどを再検討するとともに、定期的な実効性評価を

引き続き継続してまいります。

【補充原則4-14-2 取締役・監査役に対するトレーニングの方針】

新任役員には、外部機関の役員研修会出席を必須としております。

また、全役員・社内幹部社員は、弁護士等の社外講師を定期的に招き、必要な知識取得のトレーニングを実施しております。

社内経営戦略会議、全社営業会議等の重要な会議への参加により、会社の事業、法律、財務、組織等に関する理解を深めております。

【原則5-1 株主との建設的な対話に関する方針】

当社は、代表取締役会長、代表取締役社長、CFO、事業本部管掌役員等が積極的に決算説明会等専門家・一般投資家との対話に臨み、経営戦
略・事業戦略・財務情報について、公平性・正確性・継続性を重視し、双方向の良好なコミュニケーションを図るIR（インベスター・リレーションズ）活
動を展開しております。

(1) IR活動を統括する取締役

経営企画・経理本部を管掌する取締役を指名しております。

(2)IR活動のための体制

ＩＲ担当部門を中心として、ＩＲ委員会を組織し、ＣＦＯおよび総務、経理各本部、経営企画室からなる人員で構成しております。

(3)対話の手段

代表取締役社長他経営陣出席の下、決算説明会や一般投資家向け会社説明会などの開催や、事業報告書・アニュアルレポートの発行などによ
り、投資機会の促進と情報開示に努めております。

(4)社内フィードバックのための方策

決算説明会、会社説明会などの結果については、経営陣およびＩＲ委員会全員にフィードバックしております。

(5)インサイダー情報の管理

内部情報管理規程を全役職員に周知徹底しており、さらに問い合わせ窓口をIR部門に統一化することによって、インサイダー情報の管理に努めて
おります。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行（信託口） 569,700 5.14

日本トラスティ・サービス信託銀行（信託口） 527,600 4.76

みずほ銀行 511,472 4.61

三井住友銀行 510,800 4.61

三菱東京ＵＦＪ銀行 372,720 3.36

りそな銀行 338,200 3.05

損害保険ジャパン日本興亜 304,200 2.74

三菱重工業 290,928 2.62

ＧＯＶＥＲＮＭＥＮＴ　ＯＦ　ＮＯＲＷＡＹ 242,274 2.19

日本トラスティ・サービス信託銀行（信託口９） 213,900 1.93

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――



親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 卸売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 8 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

坂本　嘉和 税理士 △

田中　幸恵 その他

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

坂本　嘉和 ○
税理士

独立役員に指定しております。

　同氏は、国税庁における長年にわたる経験を
通して培われた財政・金融・税務等に関する高
い知見を有しており、人格・識見のうえで社外
取締役として適任であり、当社の経営に対する
適切な監督を行って頂けるものと判断しており
ます。

田中　幸恵 ○ ―――

同氏は、当社初の女性役員として、働く女性の
経験を踏まえ、労働環境およびダイバーシティ
（多様性)によるビジネス環境等の変革期にお
ける、当社のあるべき姿に対し客観的な視点
から適切な助言・監督を行い、社外取締役とし
ての職務を適切に遂行することができるものと
判断しております。



指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役は、会計監査人から監査計画および監査結果について報告ならびに説明を受けるほか、監査対象、監査方法あるいは監査結果について
の意見交換を行い、情報の共有に努めるなど、監査の実効性確保に努めております。

監査役は、内部監査部長に監査業務に必要な事項を指示することができ、監査役より監査業務に必要な指示を受けた内部監査部の職員は、そ
の指示に関して取締役の指揮命令を受けない制度をとっております。

また、内部監査部長は、監査役会との協議により監査役の要望した事項の内部監査を実施し、その結果を監査役会に報告いたします。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

0 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

松宮俊彦 公認会計士 △

小山充義 税理士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

松宮俊彦 　 公認会計士

公認会計士として財務および会計に精通

しており、高い識見と幅広い経験を有するこ

とから、当社の社外監査役として適任の人

材と判断しております。

小山充義 　 ―――

税理士の資格を有しており、財務および会計に
関する高い知見を当社の監査体制に活かし、
社外監査役としての職務を適切に遂行すること
ができるものと判断しております。



【独立役員関係】

独立役員の人数 2 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

平成21年にストックオプションを付与いたしました。

また、平成23年６月開催の第88期定時株主総会において役員退職慰労金制度を廃止し、株価上昇によるメリットのみならず、株価下落によるリス
クまでも株主と共有し、株価上昇および企業価値への貢献意欲を一層高めること等を目的として株式報酬型ストックオプション制度を導入しており
ます。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、従業員、その他

該当項目に関する補足説明

平成21年分のストックオプション付与対象者は社内取締役および従業員であります。当該付与対象者合計320名に対して、ストックオ

プションとして総数1,819,000株の株式を割り当てております。

また、株価上昇によるメリットのみならず、株価下落によるリスクまでも株主と共有し、株価上昇および企業価値への貢献意欲を一層

高めること等を目的として社内取締役および執行役員に対して株式報酬型ストックオプションを付与しております。　

　平成23年８月１日取締役会決議に基づく株式報酬型ストックオプション

　　取締役 ６名48,000株

　　執行役員１２名39,000株

　平成25年７月31日取締役会決議に基づく株式報酬型ストックオプション

　　取締役 ６名69,000株

　　執行役員１３名56,000株

　平成27年７月31日取締役会決議に基づく株式報酬型ストックオプション

　　取締役 ５名75,000株

　　執行役員１０名42,000株

　平成29年７月31日取締役会決議に基づく株式報酬型ストックオプション

　　取締役 ６名95,000株

　　執行役員９名39,000株

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

有価証券報告書・事業報告に全取締役の報酬総額を開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社取締役及び監査役の報酬については、企業業績と企業価値の中長期的な向上を促すものとし、各役員の職責に見合った報酬体系としており
ます。社外取締役を除く取締役には固定報酬とストックオプションを含む業績連動型報酬を併用し、社外取締役については、その職務の独立性と
いう観点から固定報酬のみとしております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

当社の業務執行の適法性の保持、チェック等にあたり、当社の実態等について説明と社内重要会議の議事録、稟議書類等の回付を通じ、社内情
報を適宜報告しております。また、取締役会開催にあたり原則として、議案書は事前配布を実施しております。



２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は、監査役設置会社のガバナンス形態を採用しております。当社の経営上の意思決定は、毎月１回の定時取締役会および必要に応じて随
時開催する臨時取締役会において行っております。

業務執行につきましては、権限規程の決裁基準に基づき稟議申請され、決裁基準に応じて代表取締役または業務担当役員がそれぞれ判断し決
裁しております。さらに執行役員制度を導入し、意思決定・監督機能と業務執行機能を分離することにより機動的かつ効率的な業務運営を行って
おります。

監査・監督につきましては、内部監査、監査役監査および会計監査の相互連携実施にあたり、代表取締役が会計監査人および監査役と定期的な
会合を持ち、内部統制の実効性向上を図るために、積極的な意見交換を行っております。監査役会は、３名（うち社外監査役は２名）で構成されて
おり、原則として監査役全員が取締役会に出席するとともに、常勤監査役は社内の各重要会議に出席し、取締役の業務執行状況を十分に監査で
きる体制となっております。また、内部監査部門として内部監査部を設置しており、内部監査規程に基づき、会計業務プロセス監査、一般業務監
査、効率性・経済性の監査および法令遵守のための監査を行っております。会計監査につきましては、有限責任監査法人トーマツと監査契約を結
び監査を受けております。会計監査業務を執行した公認会計士は、神代勲氏（継続監査年数１年）および吉原一貴氏（継続監査年数４年）です。
同監査法人および同業務執行社員と当社の間には、特別の利害関係はありません。

取締役候補者の指名につきましては、社長が役付取締役から候補者名・推薦理由を提出させ、社外監査役を含む全役員で構成される取締役会
にて、人格・識見・経験・貢献度等を総合考慮のうえ判断しております。

報酬につきましては、内規に基づき決定しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

取締役会は、取締役８名（うち２名は社外取締役）で構成しており、原則として毎月１回開催し、必要に応じて臨時取締役会を適宜開催しておりま
す。取締役会は、出席者が活発な意見交換を行う中で、経営の基本方針その他重要事項を決定するとともに、業務執行状況を監督する機関とし
ての機能を充分果たしております。また、執行役員を国内外の連結子会社に責任者として派遣し、各社の業務執行を管理・監督しております。さら
に執行役員制度を導入し、意思決定・監督機能と業務執行機能を分離することにより機動的かつ効率的な業務運営を行っております。

当社の監査役３名のうち２名は社外監査役であり、監査役は取締役会に毎回出席するほか、社内の重要会議に出席するなどして、客観的立場で
取締役の業務執行を監視しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 総会開催日の３週間前に招集通知を発送しております。

集中日を回避した株主総会の設定 集中日と予想される日以外の日に開催しております。

その他 総会のビジュアル化を推進。事業報告のビデオ化、総会場内の映像設備の拡充。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

毎年本決算・第２四半期決算の発表後決算説明会を開催しております。 あり

IR資料のホームページ掲載
適時開示資料を含め、決算短信、有価証券報告書、アニュアルレポー

ト、決算説明会の資料等を自社ホームページに掲載し、IR活動促進に努

めております。

IRに関する部署（担当者）の設置
経営企画室にIR・広報部を設置。 IR委員会はIR・広報部を中心に管理部

門によって編成しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は「第一実業株式会社行動規範」を制定し、取引先・監督機関等のステークホルダ

ーとの公正な関係、法令遵守の企業行動指針を定めております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
当社環境マネジメントシステム活動の一環として環境方針を定め、ホームページ上で開

示しております。また、ＩＳＯ１４００１を認証取得済みです。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

経営上の重要事項につきましては、東京証券取引所にて適時開示を実施しております。

また、適時開示した情報につきましては、当社ホームページにおいても開示しておりま

す。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

□内部統制システムについての基本的な考え方

当社は、平成18年5月8日開催の取締役会において決議しました「内部統制基本方針」につきまして、その後の整備状況に伴い、平成27年6月23日
開催の取締役会において以下のとおり改定いたしました。

１．取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

（１）行動指針、行動規範に則り、代表取締役が繰り返しその精神を役職員に伝えることにより、法令、定款および社会倫理の遵守を企業活動の
前提とすることを徹底する。

（２）会社の業務執行が、全体として適正かつ健全に行われるため、取締役は、企業統治を一層強化する観点から、実効性ある内部統制システム
の構築と会社による全体としての法令遵守の体制の確立に努める。また、監査役は、この内部統制システムの有効性と機能を監査し、必要あると
認めたときは取締役に対し改善を助言または勧告しなければならない。

（３）反社会的勢力への対応については、その排除・根絶のための情報の一元管理を徹底し、外部からの働きかけはリスク管理委員会において掌
握し、その重大性の評価と検討を行う。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程に基づき、文書または電磁的媒体（以下文書等という）に記録し、その保存媒体に応
じて適切かつ確実に検索性の高い状態で保存・管理する。取締役および監査役は、いつでもこれらの文書等を閲覧できるものとする。

３．当社および子会社における損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理体制の基礎として、リスク管理規程を定め、個々のリスクについての管理責任者を決定し、同規程に従ったリスク管理体制を構築する。
同規程に定める経営危機が発生した場合には、代表取締役を本部長とする対策本部を設置し、情報連絡チームおよび顧問弁護士等を含む外部
アドバイザーチームを組織し、迅速な対応を行い損害の拡大を防止し、これを最小限に止める体制を整える。

４．取締役の職務の執行が効率的に行なわれることを確保するための体制

（１）経営理念を機軸に策定される中期経営計画および年度計画に基づき、各業務執行部門および当社グループ会社において目標達成のために
活動する。また、経営計画が、当初の予定通り進捗しているか業績報告を通じ毎月チェックを行う。

（２）取締役の職務の執行については、取締役会規程に定められている決議事項についてはすべて取締役会に付議することを遵守し、その際には
経営判断の原則に基づき、事前に議題に関する十分な資料が全取締役および監査役に配布される体制をとる。

（３）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を原則として月1回定期的に開催するほか、必
要に応じて適宜臨時に開催し、当社の経営方針および経営戦略に関わる重要事項については、事前に常務以上の役付取締役によって構成され
る常務会において審議を行い、取締役会の決定を経て執行する。

（４）取締役会の決定に基づく業務執行については、毎期首に定める各取締役および各執行役員の業務分掌において、それぞれの責任者および
その責任、執行手続の詳細について定める。

５．取締役、執行役員および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

（１）コンプライアンス体制の基礎として、行動規範の社内への周知徹底を図る。

（２）代表取締役直轄の内部監査部を設置し、内部監査規程を定め、内部統制システムの構築・維持・向上を推進するとともに、コンプライアンス体
制の整備および維持を図り、必要に応じて、社内各部署にて監査、研修を実施する。

（３）取締役は、当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合には、直ちに代表取締役および監査役
に報告するものとする。

（４）法令違反その他のコンプライアンスに関する事実についての社内報告体制として、内部監査部長を直接の情報受領者とする内部通報システ
ムを整備し、内部通報規程に基づきその運用を行う。

（５）監査役は、当社の法令遵守体制および内部通報システムの運用に問題があると認めたときは、意見を述べるとともに、改善策の策定を求め
ることができる。

６．当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（１）当社が定める関係会社管理規程に基づき、当社グループ会社の営業成績、財務状況その他の重要な情報について、当社への定期的な報告
を義務付けるとともに、必要に応じて当社グループ会社会議を開催する。

（２）当社グループ会社における業務の適正を確保するため、すべての当社グループ会社に行動規範を制定させるとともに、これを基礎として当社
グループ各社で関連諸規程を定める。

（３）経営管理については管掌取締役を定め、当社との事前協議・報告制度による当社グループ会社の経営管理を行うものとし、必要に応じてモニ
タリングを行う。

（４）取締役は、当社グループ会社が当社からの経営管理、経営指導内容に違反し、またはコンプライアンス上問題があると認めた場合には、代表
取締役に報告するものとする。

（５）当社グループ会社を当社の内部監査部による監査対象とし、監査結果を当社代表取締役に報告する。

７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における体制と当該使用人の取締役からの独立性および指示の実効性の確
保に関する事項

（１）監査役は、内部監査部長に監査業務に必要な事項を指示することが出来るものとし、監査役より監査業務に必要な指示を受けた内部監査部
の職員は、その指示に関して取締役の指揮命令を受けない。

（２）内部監査部長は、監査役会との協議により監査役の要望した事項の内部監査を実施し、その結果を監査役会に報告する。

８．当社および当社子会社の取締役、執行役員、使用人が当社の監査役に報告をするための体制その他監査役への報告に関する体制ならびに
監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（１）当社および当社グループの取締役、執行役員および使用人は、当社の業務または業績に影響を与える重要な事項および以下に定める事項
について、当社の監査役にその都度報告するものとする。

　　・当社および当社グループの内部統制システム構築に関わる部門の活動状況

　　・当社および当社グループの重要な会計方針、会計基準およびその変更

　　・業績および業績見込の発表内容、重要開示事項の内容

　　・内部通報制度の運用および通報の内容



　　・社内稟議書、各種取引申請書および監査役から要求された会議議事録

（２）監査役は、必要に応じて当社および当社グループの取締役、執行役員および使用人に対して、前号の報告を求めることができる。

（３）監査役会と代表取締役との間の定期的な意見交換会を設定する。

（４）内部通報規程の適切な運用を維持することにより、法令違反その他のコンプライアンス上の問題について監査役への適切な報告体制を確保
する。

（５）監査役は、当社の会計監査人の独立性を監視し、会計監査人から監査の内容について報告および説明を求めるとともに、定期的に情報の交
換を行うなど連携を図る。

（６）監査役に報告を行った者に対して、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いをしてはならないものとする。その旨を当社および当社グ
ループの役員、使用人等に周知徹底する。

（７）監査役がその職務の執行について生じる費用の前払い等の請求をしたときは、当該監査役の職務執行に必要でないと認められた場合を除
き、速やかに処理をする。

□内部統制システムの整備状況

当社内部統制システムの現在の整備状況は以下のとおりであります。

（１）コンプライアンス体制については、行動指針、行動規範、内部通報規程、その他の通達を社内にて策定、公開し、社長による方針演説や全役
職員を対象としたE-ラーニングなどのコンプライアンス教育にて周知徹底し、内部監査部が内部監査規程に基づいて定期的に内部監査を実施す
ることで、取締役、執行役員または使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保しております。

（２）リスク管理体制については、発生しうるリスクの未然防止に係る管理体制や発生した際の対応を定めるリスク管理規程を策定しており、同規
程では、リスク管理を効果的かつ効率的に実施するためにリスク管理委員会を設置し、リスク管理委員長がリスク管理状況の概要を適宜取締役
会に報告し、リスク管理に関わる資料を役職員に周知徹底すること等を規定しております。

（３）情報管理体制については、文書管理や保存年数等を定める文書管理規程、情報システムの管理運営を定める情報システム管理規程ならび
に情報セキュリティマネジメントの構築および適切な管理運営を定める情報セキュリティ管理規程を策定しており、これらの規程に基づいて取締
役、執行役員または使用人の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制を整備しております。

（４）グループ会社については、関係会社管理規程に基づき、関係会社管掌取締役が中心となってグループ会社の経営管理、モニタリングを行っ
ており、グループ会社においても行動規範、取引権限規程、経理規程、その他の規程を策定することで企業集団における業務の適正を確保する
ための体制を整備しております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

□反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社では、内部統制基本方針および行動規範において、反社会的勢力に対して断固とした態度で対応し、一切の関係を排除すること

を定めております。

□反社会的勢力排除に向けた体制の整備状況

（１）対応統括部署および不当要求防止責任者の設置状況

当社では、不当要求に対する対応統括部署を本社総務部とし、リスクマネジメント室長を不当要求防止責任者としております。

（２）外部の専門機関との連携状況

対応統括部署である本社総務部が特殊暴力防止対策協議会に加入し、管轄警察署とは平素から緊密な連携を保っております。

（３）反社会的勢力に関する情報の収集・管理状況

暴力団追放運動推進都民センターや特殊暴力防止対策協議会の主催する講習会、定例ブロック会議に積極的に参加し、反社会的勢

力に関する情報を収集し、管理しております。

（４）対応マニュアルの整備状況

行動規範において、反社会的勢力に対して当社の役職員がとるべき対応を定めております。

（５）研修活動の実施状況

全役職員対象のコンプライアンス教育の際に、行動規範の解説・指導を行っているほか、専門機関や講習会から収集した情報をもとに、

必要に応じて適宜研修を行っております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

取締役会は、取締役８名（うち２名は社外取締役）で構成しており、原則として毎月１回開催し、必要に応じて臨時取締役会を適宜開催しており、活
発に意見交換を行う中で、経営の基本方針その他重要事項を決定するとともに、業務執行状況を監督する機関としての機能を十分に果たしてお
ります。さらに執行役員制度を導入し、意思決定・監督機能と業務執行機能を分離することにより機動的かつ効率的な業務運営を行っておりま
す。

当社は、監査役制度を採用しており、監査役３名のうち２名は社外監査役であり、監査役は取締役会に毎回出席するほか、社内の重要会議に出
席するなどして、客観的立場で取締役の業務執行を監視しております。監査役会は原則として毎月１回開催し、監査役間の情報交換のみならず、
監査計画や監査結果についての確認を行っております。なお、社外監査役と当社の間に取引等の利害関係はありません。なお、法令に定める監
査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役1名を選出しております。　また、リスクマネジメント室が中心となって関連部署と定期的に会
議を開催して、国内外におけるさまざまなリスクを把握し、その未然防止と発生の最小化を図るとともに、役職員が法令はもとより社会的規範を遵
守するための具体的な行動指針としての「第一実業株式会社行動規範」に則り、企業としての社会的責任を果たし、社会に貢献していくことを徹底
しております。なお、発生しうるリスクの発生防止に係る管理体制の整備、発生したリスクへの対応等を行うことにより業務の円滑な運営に資する
ことを目的として、平成20年４月１日付けでリスク管理委員会を設置しております。

会計監査人からは、公正不偏な立場から会計監査を受けているほか、適宜、会計面のアドバイスを受けております。また、複数の法律事務所と顧
問契約を締結しており、必要に応じてアドバイスを受けております。




